
（平成２２年６月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1149 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年 10 月から 52 年３月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年５月から 49 年３月まで 

             ② 昭和 51 年 10 月から 52 年３月まで 

母親は、私が 20 歳になった時に国民年金の加入手続をし、私の国民

年金保険料を自分達夫婦の保険料と一緒に納付したと言っている。また、

私が昭和 45 年 10 月に結婚した後は、夫の保険料も合わせて納付したと

言っている。申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間②について、申立人の母親が申立人及びその夫の国

民年金保険料を納付していたと主張するところ、申立人の母親は、申立期

間②を含む国民年金加入期間の保険料を完納していることが確認でき、そ

の納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、６か月と短期間である申立期間②を除き、申立人の国民年金手帳

記号番号が払い出された昭和 49 年４月以降の国民年金保険料は、すべて

納付済みとなっており、納付時期が把握できる期間における申立人とその

夫及び申立人の母親の納付年月日がほぼ同一となっていることが確認でき

る上、Ａ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によると、申立人の母親の

申立期間②の保険料については、52 年 10 月に過年度納付されていること

が確認できることから、申立期間②の保険料についても過年度納付が可能

であったと考えられ、申立人の主張に不自然さはみられない。 

一方、申立期間①について、申立人は、「20 歳になった時に母親が国

民年金の加入手続をし、保険料を納付していた。昭和 45 年 10 月に結婚し



た後は、夫の保険料も合わせて納付してくれた。」と主張するところ、申

立人の国民年金被保険者資格の取得は 20 歳到達時に遡及
そきゅう

して行われてい

るが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号

番号は 49 年４月 12 日に払い出されていることが確認でき、当該手帳記号

番号が払い出された時点では、申立期間①の一部の期間は時効により保険

料を納付することができない。 

また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付するためには、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、申立人に対して

別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人の母親が、申立人の申立期間①に係る国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に申立期間①に係る保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 51 年 10 月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 



宮城国民年金 事案 1152 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年９月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 38 年１月まで 

② 昭和 38 年９月 

    国民年金制度が始まった昭和 36 年に国民年金加入勧奨のはがきが届

いたので、Ａ市役所のＢ出張所に行き、その場で加入手続をしたと記憶

している。 

申立期間①の国民年金保険料は、加入手続をしたＡ市Ｂ出張所やＣ郵

便局、Ｄ郵便局に国民年金手帳を持参して、月額 250 円を納付していた

記憶がある。 

また、申立期間②の保険料も納付しているはずであり、未納になって

いるのはおかしいので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間②を含む期間（昭和 38 年９月から 39 年３月まで）

の国民年金保険料を納付した昭和 41 年１月 10 日付けの領収証書を所持し

ており、申立期間②の保険料額が還付された事実は認められないことから、

申立人が、時効により納付できない期間である申立期間②の保険料相当額

を納付し、長期間国庫歳入金として扱われていたことは明らかである。 

   以上のような事情を考慮すると、申立期間②の保険料が納付された昭和

41 年１月 10 日時点では、時効により保険料を納付できないことを理由と

して、保険料の納付を認めないのは信義則に反するものである。 

一方、申立人は、申立期間①について、「昭和 36 年ごろＡ市Ｂ出張所

で国民年金の加入手続を行い、同出張所やＣ郵便局、Ｄ郵便局に国民年金

手帳を持参して月額 250 円の国民年金保険料を納付していた記憶があ



る。」と主張しているところ、申立人が所持する国民年金手帳及びＡ市の

国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、申立人が昭和 38 年２月 25 日

に国民年金に任意加入したことが確認できることから、申立期間①は国民

年金未加入期間であり、申立人は申立期間①の国民年金保険料を納付する

ことはできなかったものと考えられる。 

また、申立期間①当時、郵便局では国民年金保険料を現年度納付するこ

とはできなかった上、申立期間①の保険料月額は 100 円であり、申立人が

納付したとする金額と相違している。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿から、申立人の国民年金手帳記号

番号は、申立期間①直後の昭和 38 年３月８日に払い出されていることが

確認でき、ほかに別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

加えて、申立人が、申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 38 年９月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 1444 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、Ａ社Ｂ事業所における資格取得日に係る記

録を昭和 29 年 12 月 31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万

8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年 12 月 31 日から 30 年１月１日まで 

    昭和 21 年から 45 年まで勤務したＡ社の厚生年金保険加入期間につい

て照会したところ、同社Ｃ事業所で 29 年 12 月 31 日資格喪失、同社Ｂ

事業所で 30 年１月１日資格取得となっており、申立期間が未加入とな

っていた。 

申立期間も継続して勤務し、厚生年金保険にも加入していたはずなの

で、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する人事記録及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が

当該事業所に継続して勤務し（昭和 29 年 12 月 30 日にＡ社Ｃ事業所から

同社Ｂ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所にお

ける昭和 30 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から１万 8,000 円と

することが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は納付していたものと推察するとしているものの、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行っていたか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 1446 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 32 年９月５日から同年 11 月１日まで

の期間の船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人の船舶所有者における資格の取得日に係る記録を昭

和 32 年９月５日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万 2,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が当該期間に係る船員保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年 12 月 29 日から 28 年５月 12 日まで 

② 昭和 32 年９月５日から同年 11 月１日まで 

③ 昭和 33 年 12 月 31 日から 34 年２月３日まで 

    私は、船員として船に乗っていた期間があり、船員保険料が控除され

ている給与明細書を見た記憶がある。船員保険に加入せずに漁に出るこ

とは考えにくいので、必ず船員保険に加入していたはずである。 

船員手帳に雇入年月日と雇止年月日の記載があるのに、船員保険に加

入していない期間があることに納得できない。申立期間について船員保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人が所持する船員手帳の記録及び複数の同

僚の証言により、申立人が当該期間において、船舶Ａに機関員として勤務

していたことが確認できる。 

また、申立人及び上記同僚の１人は、当該船舶には 22 人から 23 人が乗

っていたとしているところ、当該船舶の船員保険被保険者名簿には上記同

僚３人を含む 23 人が、昭和 32 年９月５日に船舶Ａの船員保険の被保険者

資格を取得しており、オンライン記録で確認できた 12 人も同日に同資格

を取得している。 



さらに、申立人の船員手帳における雇入年月日は昭和 32 年９月 10 日で

あるところ、当該同僚のうち１人の船員手帳の雇入年月日は同年９月６日

であるが、当該船舶における船員保険被保険者名簿の当該同僚の資格取得

日は同年９月５日であることが確認できる。 

加えて、当該同僚は、「通常、漁に出航後、途中から乗船することは無

い。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間②に係る船員保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人と同じ生年の同僚

における昭和 32 年９月及び申立人の同年 11 月の社会保険事務所(当時)の

記録から、１万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

船舶所有者の所在も分からず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間①については、申立人の船員手帳に船舶Ｂに関する記載

が無く、申立人が述べている船舶に乗ったことが確認できない。 

   また、申立人が述べている船舶所有者が船員保険の適用を受けたのは、

昭和 30 年９月 16 日であり、申立期間①当時は船員保険の適用を受けてい

なかったことが確認できる。 

   さらに、申立人は当該船舶の船長及び同僚の名前を覚えていないため、

申立期間①当時の船員保険の加入状況についての証言を得ることができな

い。 

申立期間③については、申立人が所持する船員手帳の雇入及び雇止年月

日の記載により、船舶Ｂに乗船していたことは推認できる。 

しかし、船員手帳の雇入契約の記載は、船員法に基づく労働契約の公認

制度であり、申立期間③当時は船員保険の加入が雇入れの必須条件とはな

っておらず、船員手帳の雇入期間と船員保険の加入期間は必ずしも一致す

るものではなかった。 

また、当該船舶所有者に係る船員保険被保険者名簿をみると、申立期間

③に被保険者資格を取得している者は１人のみ（昭和 34 年２月１日資格

取得）である上、その期間前後の被保険者証記号番号に欠番は無い。 

さらに、当該船舶における船長の船員保険の加入記録を調査したが、申

立期間③に当該船舶で船員保険の資格を取得している被保険者は見当たら

なかった。 



このほか、申立期間①及び③における船員保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①及び③に係る船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1447 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 50 年２月１日に厚生年金保険被保険者の資格

を喪失した旨の届出を社会保険事務所(当時)に行ったことが認められるこ

とから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については９万 8,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年１月 31 日から同年２月１日まで 

私は、昭和 50 年２月１日付けでＡ社からグループ会社であるＢ社へ

所属変更になったが、退職したわけではなく、継続して勤務していたに

もかかわらず、同年１月 31 日から同年２月１日までの厚生年金保険の

加入記録が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された人事異動記録、Ｃ厚生年金基金が保管するＢ社の人

事記録、雇用保険の加入記録及び厚生年金基金の加入記録から判断すると、

申立人が、Ａ社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ｄ厚生年金基金から申立人の加入記録を引き継いだ、Ｃ厚生年金

基金の申立人に係る加入員台帳には、申立人のＡ社における資格喪失日は

昭和 50 年２月１日と記載されている。 

さらに、Ｃ厚生年金基金は、申立期間当時、社会保険事務所及び厚生年

金基金への届出書は、複写式の様式により、同一内容の書類を社会保険事

務所と厚生年金基金に提出することとしていたと回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 50 年２月１日に

被保険者資格を申立人が喪失した旨の届出を事業主が社会保険事務所に行

ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金基金の加入員台帳

の記録から、９万 8,000 円とすることが妥当である。 



宮城国民年金 事案 1150 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年 11 月から平成元年４月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年 11 月から平成元年４月まで 

    私の母は、昭和 62 年 12 月から 63 年５月ごろまでの間に、私の国民

年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料は母の分と一緒に、

母が加入していた納付組織を通じて納付していた。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できないので、保険

料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母が昭和 62 年 12 月から 63 年５月ごろまでの間に、

申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付していたと

主張しているが、申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録の欄には、

初めて被保険者となった日として「平成 10 年４月 20 日」の記載があり、

オンライン記録と一致していることから、申立人が主張する時期に加入手

続が行われたとは考え難く、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたとす

る申立人の母は、加入手続のためにＡ町（現在は、Ｂ市）役場に行った記

憶は無いと述べており、申立期間当時、保険料の集金をしていた者から聴

取しても、申立人が申立期間に国民年金に加入し、保険料を納付していた

状況はうかがえない。 

   さらに、申立人の母が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1151 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年６月から６年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年６月から６年３月まで 

    私の義母は、平成６年６月ごろ、私の国民年金の加入手続をＡ町（現

在は、Ｂ市）役場で行い、義母が加入していた納付組織を通じて申立期

間の国民年金保険料を納付していた。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できないので、保険

料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の義母が平成６年６月ごろ、義母が住むＡ町の役場で

申立人の国民年金の加入手続を行い、義母が加入していた納付組織を通じ

て保険料を納付していたと主張している。 

しかしながら、申立人に係る国民年金手帳記号番号より前の番号で被保

険者資格を取得している昭和 49 年生まれの 20 歳到達者のオンライン記録

から、申立人の加入手続は平成６年 10 月 30 日以降に行われたものと推認

される上、戸籍の附票により、申立人は同年９月 12 日にＣ町（現在は、

Ｄ市）に転入したことが確認できることから、申立人の主張するＡ町役場

での加入手続及び申立人の義母が加入する納付組織を通じての保険料納付

は不可能であったと考えられる。 

また、申立人の義母から聴取しても、申立期間当時の記憶が定かではな

く、保険料の納付状況等は不明である。 

   さらに、申立人の義母が申立期間に係る国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1445 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年ごろから平成２年 11 月１日まで 

    私は、昭和 63 年５月ごろにＡ社に入社した。 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間を照会したところ、

Ａ社の被保険者期間が平成２年 11 月１日から３年 10 月 30 日までの 11

か月間となっていたが、同社には３年半ぐらいは勤めていた。 

Ａ社での年１回の慰安旅行に３回行った記憶があるので、申立期間に

係る厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言から申立人がＡ社に勤務していたことは推認できるが、

勤務期間を特定するまでの証言を得ることはできなかった。 

また、申立人は、入社後２年ぐらいは夜勤であったと述べているところ、

申立人と同様の業務に従事していた同僚１人は、オンライン記録上、入社

から３年後に厚生年金保険に加入していることが確認できる上、ほかの同

僚３人も入社 10 か月から 56 か月後に厚生年金保険に加入していることが

確認できるとともに、ほかの同僚１人は「当初、厚生年金保険には加入し

ていなかった」と証言していることから判断すると、当該事業所では、申

立期間当時、入社と同時に厚生年金保険の加入手続を行っていたわけでは

なかったことがうかがわれる。 

さらに、申立人の雇用保険の加入記録においても、当該事業所に係る被

保険者記録は平成２年 11 月１日取得、３年 10 月 29 日離職となっており、

オンライン記録における厚生年金保険の被保険者記録と合致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1448 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 26 年８月ごろから 30 年４月１日まで 

             ② 昭和 34 年４月 21 日から同年９月 21 日まで 

③ 昭和 35 年６月 30 日から同年８月１日まで 

私は、昭和 26 年６月末にＡ社を退社し、１か月ほど後からＢ社（現

在は、Ｃ社）に勤務したが、年金の記録では、同社において厚生年金保

険に加入したのが 30 年４月１日からとなっているのは納得できない。 

また、昭和 33 年５月からＡ社Ｄ支社に正社員として勤務したが、正

社員は能率給加算の廃止により給料が少なくなることが決まったので、

34 年９月から臨時社員に変更して同社Ｅ支社で勤務したが、臨時社員

に変更した後の同社Ｅ支社では厚生年金保険の加入記録があるのに、同

社Ｄ支社の正社員であった期間の途中から加入記録が無いのは納得でき

ない。 

さらに、Ａ社Ｅ支社を辞めた後、すぐにＦ社（現在は、Ｇ社）に入社

したにもかかわらず、昭和 35 年６月 30 日から同年８月１日までの期間

が厚生年金保険の加入期間となっていないのは納得できない。 

保険料控除を確認できる給与明細書等は無いが、上記３社に勤務して

いた申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人が記憶している複数の同僚の証言から、

勤務期間の特定はできないが、申立人が、申立期間①当時、Ｂ社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかし、申立人が記憶している複数の同僚は、入社してから数年間は厚

生年金保険に加入させてもらえなかったと証言しているところ、当該事業



所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、当該複数の同僚は、入

社したとする日の約２年から４年後に被保険者資格を取得した記録が確認

できる上、申立人が、自分より前から勤務していたとする複数の同僚が当

該事業所で被保険者資格を取得したのは、いずれも申立人が入社したとす

る昭和 26 年８月の約２年から５年後であることが確認できることから判

断すると、申立期間①当時の当該事業所では、必ずしも入社と同時に厚生

年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

また、Ｃ社では、申立期間①当時の資料を保存していないため、申立人

の在籍期間及び保険料控除等については不明と回答している。 

さらに、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿によると、申立人が当該

事業所で昭和 30 年４月１日に取得した記号番号は、同年４月 28 日に払い

出されていることが確認できる。 

加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、

申立期間①に被保険者資格を取得した者の健康保険の番号に欠番は無く、

申立人の氏名も見当たらない。 

申立期間②については、申立人が記憶している複数の同僚の証言から、

勤務期間の特定はできないが、申立人が、Ａ社Ｄ支社に勤務していたこと

は推認できる。 

しかし、申立人が、昭和 34 年９月 20 日にＡ社Ｄ支社を辞めて、臨時社

員として同社Ｅ支社に一緒に異動したとする同僚は、事業所別被保険者名

簿によると、同社Ｄ支社で同年４月 21 日に資格喪失、同社Ｅ支社で同年

９月 21 日に資格取得と記録されており、申立人の記録と一致しているこ

とが確認できる。 

また、Ａ社では、申立期間②当時の資料を保存していないため、申立人

の在籍期間及び保険料控除等については不明と回答している。 

さらに、当該事業所の事業所別被保険者名簿を確認したが、申立期間②

に被保険者資格を取得した者の健康保険証の番号に欠番は無く、申立人の

氏名も見当たらない。 

申立期間③については、同僚の証言から、勤務期間の特定はできないが、

申立人が、Ｆ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該事業所に昭和 35 年５月末ごろに入社したとする当該同僚

は、入社後すぐには厚生年金保険に加入させてもらえなかったと証言して

いるところ、当該事業所の事業所別被保険者名簿によると、当該同僚が被

保険者資格を取得したのは同年７月１日である記録が確認できる上、申立

人が、Ａ社Ｅ支社から当該事業所に一緒に移動したとする同僚は、事業所

別被保険者名簿によると、Ａ社Ｅ支社で同年６月 30 日に資格喪失、当該

事業所で同年８月１日に資格取得と記録されており、申立人の記録と一致

していることが確認できることから、申立期間③当時の当該事業所では、



必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたわけではなかったこ

とがうかがえる。 

また、Ｇ社では、申立期間③当時の資料を保存していないため、申立人

の在籍記録及び保険料控除等については不明と回答している。 

さらに、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿によると、申立人が当該

事業所で取得した記号番号及び申立人がＡ社Ｅ支社から当該事業所に一緒

に移動したとする同僚が取得した記号番号は、いずれも昭和 35 年８月１

日取得で同年８月９日に連番で払い出されていることが確認できる。 

加えて、当該事業所の事業所別被保険者名簿を確認したが、申立期間③

に被保険者資格を取得した者の健康保険証の番号に欠番は無く、申立人の

氏名も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1449 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年 10 月から 33 年８月まで 

私は、Ａ社に昭和 31 年 10 月に入社し、32 年 10 月から勤務したが、

社会保険事務所（当時）に照会したところ、同社の年金加入者名簿に私

の名前が見当たらないとの回答を得た。 

しかし、Ａ社に勤務していた期間は厚生年金保険に加入していたはず

であり、未加入となっているのは納得できないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する昭和 31 年ごろに撮影したとする写真から、勤務期間

の特定はできないが、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社では、申立期間当時の資料を保存していないため、申立人

の在籍の有無及び保険料控除等について不明と回答している。 

また、申立人は、申立期間当時の同僚等を記憶していない上、当該事業

所において申立期間当時の厚生年金保険被保険者記録が確認できる同僚は、

申立人を覚えていないとしていることから、申立期間当時の申立人の勤務

状況等を確認することができない。 

さらに、当該事業所の事業所別被保険者名簿を確認したが、申立期間に

被保険者資格を取得した者の健康保険証の番号に欠番が無く、申立人の氏

名も見当たらない。 

なお、当該名簿によると、申立期間のほぼ全期間を含む昭和 29 年１月

２日から 33 年８月 17 日までの期間に被保険者資格を取得した者は見当た

らない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら



ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


